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経済学研究 47-1
北海道大学 1997.6

杉原薫著

『アジア間貿易の形成と構造』

(ミネルヴァ書房， 1996年〉

I 

〈書

本書は，インド，東南アジア，イギリス， 日本を

中心に世界経済史的な立場から幅広い研究を行って

きた著者がこれまでの業績を集成したものである。

本書の課題は， Iアジア間貿易Cintra-Asian

trade)の分析を通じて， 19世紀後半のウエスタン・

インパクトがもたらした市場機会に， どのようにア

ジア諸地域が反応し，工業化を内に含む独自の国際

分業体制をっくりだすにいたったかを明らかにする

ことJ(p.l)であり，結論として， Iアジアでは欧米

との貿易の成長率よりもはるかに高いスピードでア

ジア地域内部の貿易(アジア間貿易)が成長しJIア

ジアが地域全体として欧米を中心とする世界システ

ムから相対的自立性を獲得していったJ(p.l)こと

が主張されている。

本書の特徴は，第一に，内外の膨大な資料や貿易

統計を駆使したオリジナルなデータが数多く提供さ

れ，綴密な実証分析がなされている点にある。また

第二には，著者の意図が「従来の研究史に広範にみ

られる一国史的な見方や西洋中心史観の相対化」

(p.l)に及んでおり， I非ヨーロッパ世界に属するア

ジアの相対的自立性とその発展の正当な評価J(p.9 

注(3))が強く訴えられている点にある。つまり著者

は， 19世紀後半以降のアジアの経済発展について新

たな歴史解釈を提示しようとしているのであり， そ

の意味で，本書は極めて「問題提起的J(p.l)であ

るといえよう。

評者が本書の書評を思い立った経緯について一言

ふれておきたい。評者はかつて第二次大戦期から戦

評〉

後にかけての日本経済と東アジアをテーマとする共

同研究に参加し，戦後の日本綿業の復興過程をアジ

アをめぐる国際環境に着目しつつ考察した。またそ

の際には，戦前にさかのぼった説明も若干試みた 1)。

そこでの評者の問題意識は，綿業という一つの産

業をめぐって，戦前のアジアにおいて何故あれほど

までに激しい葛藤・紛争が存在したのか，戦後のア

ジアの経済発展はこの問題を解決し得たのか， とい

うことであった。拙稿においてその解答を見い出し

たとは言い難いが，いずれにしても，戦前から戦後

復興期にかけての日本はアジアの中でも特殊な位置

にあり，それが日本の産業発展のあり方を規定して

いたこと，そしてそのことを他のアジア諸国との関

係を視野に入れた歴史的具体性の中で解き明かすこ

とが重要課題であるという考えを強くもつにいたっ

た。この拙稿では，紙幅の制約や評者の力量の限界

から杉原氏のかつての研究成果を的確に位置づ、ける

ことができなかった。しかし同氏の研究成果の集成

である本書は，まさに日本の産業発展のあり方をア

ジアという文脈の中で具体的に解明するということ

はどういうことかを，改めて評者に学ばせてくれる

ものであった。それゆえ，評者は，今後自分なりの

研究を進めていく上での一つの覚書として，本書評

に取り組みたいと希望している。

なお，本書評は， 1996年12月21日に北海道大学で

開催された同書の合評会における評者の報告と会場

での議論をもとにしている。また，当日合評会に参

加できなかった諸先生からも数々の有益な助言をい

ただいた。それらのことに感謝の意を表するととも

に，文責はあくまでも評者にあることをお断りして

おきたい。

1 )渡辺純子「綿業J(長岡新吉・西川博史編著『日本経
済と東アジア』ミネルヴァ書房， 1995年，所収)。
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E 

本書の構成は次のとおりである。

序章本書の課題と構成

第I編 アジア間貿易の基本問題

第1章 アジア間貿易の形成と構造

1880-1913年

補論l 書評・石井寛治・関口尚志編『世界市場と

幕末開港』

第2章 19世紀後半のアへン貿易

第3章東南アジア第一次産品輸出経済の構造

1880-1913年一

第4章両大戦間期のアジア間貿易

第E編 インド貿易の発展と日本の工業品輸出

第5章 1870-1913年におけるインドの輸出貿易

第6章第一次大戦前のアジアにおけるインド貿易

の役割

第7章第一次大戦前のインド市場における日本製

綿メリヤス製品の浸透

第8章明治日本の産業政策と情報のインフラスト

ラクチャー

第E編 アジアにおける近代的労働力の形成

第9章 インド人移民とプランテーション経済ー19

世紀末~第一次大戦期の東南・南アジアを中心にー

補論2 世界資本主義とインド人移民

補論3 周辺部労働力の供給メカニズムについて

第10章華僑の移民ネットワークと東南アジア経済

-19世紀末-1930年代を中心lこ

第11章 インド近代綿業労働者の労働=生活過程

20世紀初頭における日本との対比一

第12章 日本における近代的労働=生活過程像の

成立一宇野利右衛門と工業教育会の思想ー

補論4 日本的労務管理のアジア的展開

終章総括と展望

本書の大半は著者の既発表論文が基礎にされてお

り，それらを改めて体系的に再構成するという体裁

はとられていない。そのため，説明が前後したり分

散したりしており，因果関係を正確に理解すること

が難しく，若干読みづらくはあった。しかしながら，

多数の国々にまたがる複雑な貿易連関とその発展フ。

ロセス，多岐にわたる豊富な論点を体系的に再構成

して叙述する作業は至難であるともいえよう。そう

いった点を考慮するならば，各章を読み進めるにし

たがって理解が深まる格好にもなっている本書の構

成は，かえって読者に対して親切であるのかもしれ

なし、。

しかし以下では，各章を通読した上で評者なりに

解釈した本書の内容を，章の枠を取りはずして独自

に要約することを試みてみよう。本書の内容に関す

る評者の感想、は， mでまとめて述べることにする。

対象とされている時期は，主として(1)19世紀末か

ら第一次大戦前まで(1880-1913年)， (2)第一次大戦

中から1930年代末葉までの両大戦間期(1914-1939

年)，に大別され，アジア間貿易とアジア国際分業体

制は，(1)(とくに20世紀初頭以降)で形成され， (2) 

で確立・展開するとされる。このほか， 1930年代の

フeロック化に関する著者の見解がまとまって述べら

れ ((2)ー補論とする)， (3) i第二次大戦後の展開のス

ケッチ」が「あくまでデッサンであって，本格的な

枠組の構築は今後の課題J(p.379)という留保条件っ

きながらも示されている。以下では， この時期区分

に従ってまとめる。

「アジア間貿易」の基本的な定義は，インド(ビル

マを除く英領インド)，東南アジア(主として，英領ビJレ

マ，シャム，海峡植民地，マラヤ，仏領インドシナ，蘭領東

インド)，中国(香港を含む)， 日本(本土のみ〕の 4主

要地域間の貿易，および4主要地域とその他のアジ

ア地域との貿易の合計である (pp.1，17-18，99.参照)。

ただし(2)では，部分的に円フゃロック内貿易(とくに

日本・朝鮮・台湾問の貿易)がクローズ・アップさ

れ， (3)では， 日本， NIESC香港，韓国，シンガポー

ノレ，台湾)， A S EAN Cインドネシア，マレーシア，フィ

リピン，タイ)，中国の 4地域聞の貿易が対象とされ

ており，時期によって定義は多少異なっている。

(1)19世紀後半~第一次大戦前 (1880-1913年)

イギリスの産業革命に端を発する資本主義の世界

的展開は， 19世紀以降，アジアの諸地域を次第にそ
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の中に巻き込んでいった。インドはイギリスからの

綿製品流入を通じて直接的に，中国は英印中間の三

角貿易の一環としてのアへン貿易を通じて間接的に，

それぞれ世界市場に統合された。やがては東南アジ

アや日本も急速にそこに組み込まれていくことにな

る。

1880年代には， EP中間のアへン貿易という単純な

環節で存在していたアジア間貿易は， 1890年代から

20世紀初頭になると，インドから中国への綿糸輸出

の増大とアへン輸出の縮小，中国でのアへンの輸入

代替とインド綿糸流入に対応した手紡から手織への

転換，日本での綿業を基軸とする工業化と日本製綿

糸布の対中国輸出の開始，インド棉花の対日輸出，

印・日綿糸を原料とするアジア製綿布の対東南アジ

ア輸出，アジア各地域における東南アジアからの米・

砂糖輸入，等々ーへと複雑化した。このように， ア

ジア間貿易の内容の半分近くが綿業に関わるものと

なり (1綿業基軸体制」の成立)，印・中・日と東南

アジアとの「綿米交換体制J2)ともいうべき産地特化

も含めて，アジア内において国際分業体制が形成さ

れた 3)。

この「綿業基軸体制」の中核をなしたのは，イン

ド棉花生産-Ep.日紡績業一中国手織生産ーアジア

型織布消費という連関であった。「長繊維棉花一細糸

一薄地布」を軸とするイギリス型「綿体系J(および

それを基礎とする世界綿「市場圏J)とは別に，アジ

アには伝統的に「短繊維棉花太糸 厚地布」を軸

とする東アジア型「綿体系J(およびそれを基礎とす

る「東アジア型市場圏J)が存在した(インドでは両

者が混在〉。このようなアジアの伝統的な「物産複合」

は決して単純に西洋化されることなし伝統的な消

費構造に適応したアジア型近代商品として市場を開

拓し，欧米綿製品のアジア市場への圧倒的な浸透を

2 )村上勝彦「植民地JC大石嘉一郎編『日本産業革命の
研究(下)J東京大学出版会， 1975年，所収)での用

語。上記文献は，杉原氏自身が該当箇所の注で引用して

いるが，本書評の読者の便宜上，ここにも掲げておく。

以下の注4) 5)6) 7)も同様の趣旨にもとづく。

3)なお，杉原氏は， I綿業基軸体制」という用語を「綿

米交換体制」も含めた広義で用いることもある。例え

ば， p.7を参照。
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困難にした。「物産複合」の存在は，アジア内におい

て独自の近代的商品連鎖をっくりだす根拠となった

のである 4)。ここに，日本製品がアジア(とくに東

アジア)の大衆市場をめざして浸透する条件が形成

されたといえる。そして，この連関を最終的につな

いだのが，東南アジアにおける「最終需要連関効果」

であった。対欧米第一次産品輸出経済の発展による

労働者・農民の購買力の増加は， アジア製綿布のほ

か，東南アジア内で生産された生活必需物資(米や

魚，ジャワ糖などーアジア型「食体系J-)にも向か

い，アジア製品の圧倒的部分がアジア内部(とくに

東南アジア)に落ちる仕掛けがつくられたのである。

このようなアジアに共通する「物産複合J，さらに

は華僑・印僑など伝統的なアジア人商人一彼らもまた，

近代的な規範と行動様式を身につけ，近代において新たな役

割を担うようになる。また，日本はこの華僑・印僑の通商網

を利用してアジア市場に参入するのである。ーのネットワー

クを含めた生産・流通・消費におけるアジア的特質

が， 1ウエスタン・インパクト」に対するある種の非

関税障壁の役割を果たし，アジア間貿易が一つの構

造的連関を持ちつつ欧米の前に立ち現れる基礎となっ

たのである。東南アジアの「最終需要連関効果」が

対欧米第一次産品輸出に依存したという点では，そ

れは欧米に対する「従属性」を体現していたが，綿

業と第一次産品の貿易を軸とする「工業化型貿易」

が，消費構造の変革をともないながらも，パイカル

チュラルな質をもって非西洋=アジアにおいて成立

したという点では， 1自立性」獲得， 1アジアの近代

化」達成の重要な指標であったといえよう。

4) I東アジア型『綿体系~J および「物産複合」という発

想は， I}I[勝平太氏の業績に刺激されたものである」

Cpp.379-380.)。ただし，それらの具体的な実証分析へ

の適用にあたって，杉原氏が必ずしも川勝氏と見解を

同じにしているわけではないことは，後にふれるとお

りである。ここでいう川勝氏の業績とは，例えば以下

の論稿を指す。川勝平太「明治前期における内外綿関

係品の品質Jcr早稲田政治経済学雑誌~ 250・251合併
号， 1977年7月)，同「アジア木綿市場の構造と展開」

cr社会経済史学~ 51巻 1号， 1985年6月)，同「日本産

業革命のアジア史的位置ー綿業を事例とした覚え書き

ーJcr早稲田政治経済学雑誌~ 297・298合併号， 1989 
年4月)。
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「工業化型貿易」の成立は，同時に， アジアの各

地域において直接的生産者を近代的労働者に変え，

彼らを資本主義的商品経済の中に包摂していくこと

を意味していた。このプロセスは， 日本・中国にお

いては工業型(=自立的蓄積)，東南アジアにおいて

はプランテーション・鉱山型(=従属的蓄積)，イン

ドにおいては両コースの併存型として進展した。た

だし強調されるべき点は，インドの対中国綿糸輸出

の急増に対応した中国手織生産の拡大の例にみられ

るように，アジアの世界市場への統合がアジアの工

業化を介して実現されたということである。また，

南インド農村出身の出稼ぎ労働者や華僑・印僑など

の「アジア間移民」も大量に存在しており， 1"物産複

合」と同様に，労働力市場においてもいわばアジア

市場とでもいうべき独自の市場圏がみられたことが

注目される。

以上のように形成されたアジア間貿易を，世界資

本主義論的な観点から，対欧米貿易との関連で総括

しておこう。

S.B.ソールは，第一次大戦前における世界貿易の

著しい発展のメカニズ、ムをイギリスを中心とする多

角的貿易決済構造の形成過程として描き，その中で

インドをイギリス，北アメリカ，工業ヨーロッパと

並ぶ決済構造の一つの環として位置づけた 5)。この

ソール・モデルを前提とした上で， インドの貿易が

対欧米貿易およびアジア間貿易に果たじた役割につ

いて敷街しよう。

植民地インドに対して，イギリスが綿製品をはじ

めとする多くの輸出品の捌け口を見出し， さらに

「本国費」を含む貿易外収支黒字をつけ加えていたこ

とは，従来のイギリス帝国経済史研究において言及

されてきたとおりである。しかしここで着目すべき

ことは，インドが，恒常的な対英赤字を相殺するた

めにイギリス以外の国に対する輸出貿易を急速に発

展させたという事実である。その貿易構造の一つの

5) Saul，S.B.，Studies in British Overseas 

Trade，1870-1914， Liverpool， 1960. (邦訳は，堀晋作・

西村閑也訳『世界貿易の構造とイギリス経済』法政大

学出版局， 1974年と，久保田英夫訳『イギリス海外貿

易の研究』文員堂， 1980年の2つがある。〉

側面は，欧米・日本との貿易における第一次産品

(ジュート製品などの半加工品も含む〕輸出・工業品輸入

というパターンの維持であり，世界経済への統合と

いう視角からみる限りは，第一次産品の輸出を欧米

からのインパクトに対する基本的な対応形態とする

経済構造を発展させたといわねばならない。しかし，

もう一つの側面として，対アジア貿易においては，

工業品(綿製品・ジュート製品)輸出・第一次産品輸入

という新しいパターンをもつにいたっていた。つま

り，インドは， 1"発展途上国型貿易構造」と「先進国

型貿易構造」という二層の構造をもっ「中進国的役

割」を担っていたといえる。そして， インドは， ア

ジアにおける対欧米貿易の中心であっただけではな

< ，アジア間貿易の中心に位置しており， (日本を除
く)アジアが全体として第一次産品供給地域として

世界市場に統合されていくのを，決済構造の面から

促進するという位置にあったのである。

インドと同様にアジアの中では比較的工業化が進

行していた日本も，上述のようなインドと同型の貿

易構造を発展させていた。そのため，東南アジアは，

世界およびアジア内部の国際分業体制の最底辺に位

置づけられ， 1"二層の周辺部化」を余儀なくされた。

ただし後に，印日間の競争の結果として， インドが

アジア内においても先進国型貿易構造を維持するこ

とができず，日本への棉花輸出を軸とする発展途上

国型貿易を発展させるにいたったことは， (2)にみる

とおりである。

(2)両大戦間期 (1914~1939年)

アジア間貿易は，両大戦間期においても，基本的

には綿業を基軸とする戦前型のアジア国際分業体制

を維持しつつ展開した。しかし， この間とくに東ア

ジアが躍進し，中国がインドに代わって日本に続く

第二の工業国へと成長する一方，東南・南アジアで

は自立的発展が妨げられ従属的蓄積が進行するとい

う傾向がみられた。

中国では，上海を中心に近代紡績業が発達し，

1920年代には圏内市場において印・日綿糸布を駆逐

した。 30年代になると内陸部の民族紡や華北都市部

の在華紡も成長し，東南アジア市場に製品輸出を試
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みるようになる。このような中国綿業の躍進は， 日

本綿製品の輸出先を中国市場向け中心から東南・南

アジアを含むアジア全域へと向かわせる大きな要因

となった。中国における綿製品の輸入代替工業化は，

東アジアにおける綿業関連貿易の「高度化J(綿糸か

ら綿布へ，生地綿布から加工綿布へ，綿布から綿メ

リヤス製品のような雑貨へ)を促進し， 日中綿業の

雁行的発展という現象を生起させた。ここにおいて，

「綿業基軸体制」は， I印・中(およびアメリカ)棉

花生産 日・中紡績業 日・中綿織物業ーアジア域

内消費J(およびその内部における商品構成の「高度

化J)という新たな連関に変化した。しかし，このこ

とは，アジア市場の世界市場への同質化(川勝平太

氏の言うように日英綿製品の品質の類似による日英

の直接的競合という事態など)をただちに意味する

わけではなく，日本における紡織機械の発達やアジ

ア型近代商品の開発を基礎とする， アジア型商品連

鎖の「近代化J，としてとらえることができょう。つ

まり，アジアの商品複合としてのまとまりと欧米に

対する相対的自立性は，両大戦間期にいたっても，

なお存続していたといえるのである。

そして，中国の工業化は， 日本の産業構造全体の

「高度化」をも促した。そのことは，一国モデルとし

ての雁行形態論に加え，発展段階の異なる国々が雁

行的に発展していく「雁行形態論のバリエーション」

としてとらえることができるであろう 6)。しかし，

アジア間貿易の成長が全体としてこのような雁行的

発展を体現していたわけではなかった。この時期に，

東アジア圏の貿易構造が欧米依存から自立化する傾

向を示したのに対し，東南・南アジア圏のそれは欧

米依存の性格を維持する傾向にあった。そこでは工

業化はさほど進展せず，基本的には域外への第一次

産品輸出に依存する従属的蓄積のパターンが維持さ

6 )赤松要氏による定式化を杉原氏が援用。雁行形態論に

ついては， Akamatsu. K.， A Historical Pattern of 

Economic Growth in Developing Countries， 

Developing Economies. Preliminary Issue 1， 

March-August 1962 (小島清編「学問遍路~ (赤松要

先生追悼論集)世界経済研究協会. 1970年，所収)を

参照。
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れたのである。

例えば，欧米での自動車工業の発展はゴムなどの

資源の需要を高め，それがプランテーション経済の

発展のエンジンともなったが，それによる「最終需

要連関効果」の維持は，日本綿製品・雑貨等の東南・

南アジアへの大量流入を保証するものともなってい

た。つまりは， I東南・南アジアの対欧米第一次産品

輸出→欧米植民地支配下の工業発展の停滞→日本の

対東南・南アジア工業品輸出→日本・東アジアの工

業化」という連関が維持されたのである。換言すれ

ば，東アジア圏と東南・南アジア圏との分業関係、は，

雁行的発展ではなく，工業力の格差を拡大する方向

に向かつて発展したのである。

元来，アジア国際分業体制の展開は，その内部に

「アジア間競争」ともいうべきダイナミズムを有して

いた。それは(1)の時期においては， 19世紀末のアへ

ン貿易を介した印中間競争や19世紀末から20世紀初

頭にかけての中国綿糸市場における印日間競争など

主として製品市場における競合として現れていたが，

両大戦間期においては，日本・中国の躍進とインド

の停滞というように，まさに一国の工業化の帰趨を

決する国と国との競争ーそしてインドの敗退ーにま

で拡張されて現れたのである。

もとより，両大戦間期における東アジアの工業化

は第一次大戦前型のアジア国際分業体制を発展させ

るものであり，アジア市場の物産複合(商品複合)

としてのまとまりの喪失を意味するものではなかっ

た。それゆえ，アジアの商品複合の「高度化J，多様

化は，一般的にはむしろ両経済圏の聞の貿易の可能

性を増したはずで=ある。にもかかわらず，なぜ全面

的な雁行的発展が生じなかったのか。

これを決定づけた要因としては， いくつかのこと

が指摘できるであろう。

第ーには， I帝国主義の世界体制J(欧米列強を中

心とし，日本帝国主義をそこに含むところの帝国主

義的国際秩序)という大局的・客観的問題がある。

一般に，欧米のアジアにおける影響力が減退した第

一次大戦後の状況においても，すでにほとんどが欧

米の植民地になっていた東南・南アジア圏では，欧

米はある程度その権益の維持に成功した反面，相対
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的に独立性の強かった東アジア圏(日本，および関

税自主権を与えられた中国)では工業化を追認する

結果となった。つまり， r帝国主義の世界体制」は，
事実上後者に有利に作用したといえる。

例えば，インドの関税・通貨政策は，本国イギリ

スの都合に合わせて決定されていた。第一次大戦前

の1893年におけるインドのアジア銀利用圏からの離

脱と金為替本位制への移行は，中国綿糸市場におけ

る日本の勝利を方向づけた重大な決定であったが，

それはインド統治に関するシティー金融資本の利害

(ルピー為替相場の安定とそれにもとづく財政均衡の

達成，あるいは投資および利子・本国費支払いの円

滑化)を反映していた。また，両大戦間期を通じて，

東南・南アジアの植民地の多くの通貨が本国(とく

にイギリス)の通貨の価値の変動に追随を強いられ

たのに対し，日本(および円ブロック)と中国の通

貨の動きは連動し，ともに東アジア「切り下げ圏」

をつくりだしたという対照が注目される。この結果，

日本は欧米から輸入していた機械類などの輸入代替

の条件を確保するとともに，工業品の東南・南アジ

アへの輸出が容易になった。中国にとっても，東南・

南アジア諸国に対してその通貨価値が相対的に切り

下がったことは，アジアにおける国際競争力の維持

を可能にした重要な要因であった。さらに，東南・

南アジア諸国の関税政策には， ブロック化の傾向が

顕著になる1930年代においてさえ限界があり，それ

は通貨価値の動きの分裂がもたらしたアジア国際分

業体制の偏りをむしろ固定化ないしは助長する方向

に作用したのである。

第一の問題とも関連するが，第二には，政府の役

割の違いがある。上述のように国際経済環境は日本

や中国に相対的に有利な条件を与えていたにせよ，

両国が実際にアジア市場に食い込み， アジア間貿易

においてイニシャティブを発揮するようになるまで

には，政府のパック・アップや官民一体となった通

商ネットワーク・情報のインフラストラクチャーの

形成が重要であった。日本政府の産業政策や各種の

輸出振興策は，噌好，風習，取引慣行といったさま

ざまな情報の収集やリスクの認定など広義の取引コ

ストを担い，商社や企業とのリスク・シェアリング

に成功した。

また，中国政府も，両大戦間期に本格的な工業化

政策をとりはじめていた。その産業政策の構想は，

発明の奨励，貿易の振興，商工業用金融機関の設立，

商工業者団体の組織と改善，労資関係の調節などを

含む体系的なものであった。他方，インドにおける

イギリス植民地政府のとりうる産業政策には限界が

あった。日本・中国のような工業化への意志をもっ

政府とそうではない植民地政府の違いが， ここに現

われたのである。

第三には， r労働力商品の質」の問題をとりあげる
ことができょう。一般に，欧米で支配的であった社

会原理はアジアではただちに根づくことはなく，労

働力の商品化はまずアジアの伝統的な社会原理を利

用して行われた。アジアの伝統的な社会原理は，多

くの場合，適度な規律と勤労意欲を備えた労働者を

生み出すだけの柔軟さと組織原理を内包しており，

他の非白人労働力に比べて競争力を有していた。し

かし，インドのカースト制度，中国の血縁・同郷性

による結合，日本のイエ制度・忠誠心などの伝統的

社会原理が，近代工場や大組織に導入された場合の

経済的利用可能性を比較するならば，全体として， 日

本を中心とする東アジアに優位性があったといえる。

(2)ー補論:1930年代のブロック化について。

従来流布してきた「ブ、ロック化=世界貿易の崩壊」

論とは異なり， 1930年代のアジア間貿易(とくに東

南・南アジア圏における貿易)は， 自由貿易体制の

枠組を基本的に維持していた。言い換えれば，東南・

南アジアにおけるプ‘ロック化は，帝国主義列強のシェ

ア争いをめぐる線引きを行っただけで， アジア国際

分業体制そのものを否定するものではなかった。欧

米の工業の利害や植民地の民族工業の利害よりも，

むしろ第一次産品輸出経済を発展させ，貿易の相互

利益を追求しようというアジア国際分業体制の論理

が貫徹したのである。その背景として， ブロック化

には，宗主国との連結を強く主張する日米型と自由

貿易帝国主義とでもいうべき英蘭型の二者があり，

この時期の東南・南アジア圏では後者が主流を占め

たことを指摘すべきであろう。
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日本帝国主義の場合も，名和三環節論1)が定式化

したような固定的な帝国ブロックを前提としたアジ

ア侵略・対欧米従属という側面のみを有していたわ

けではない。つまり，日本もまた， 自由貿易にもと

づく国際経済協調をある程度追求しようとしていた

のであり(円為替圏維持の構想等)，その意味では，

「自由貿易帝国主義」 とはいえ欧米の主導する国際

秩序に依存するマイナーな帝国主義ーであったとい

うことができる。しかし，現実には， 日本は自らの

植民地に対してはブロック化を押しつけ権益を確保

する一方で，中国，東南・南アジアへの輸出も維持

したという意味で欧米の植民地への「一方的乗り入

れ」を実現したのである。

そして，この時期に漸く増大しつつあった日本の

重化学工業品の輸出は，欧米・宗主国の圧倒的優位

が持続していた東南・南アジアにおいては国際競争

力をもたず，その大半が植民地圏(朝鮮，台湾，関

東州)および中国(満州をのぞく)に向けられた。

これをうけて東アジア域内貿易は成長したものの，

綿製品輸出の場合とは大きく異なり， 日本の重化学

工業品輸出はアジア間貿易としての拡がりをもつこ

とができなかった。他方，原料・資源については，

満州がそれらの供給基地として十分機能するにいた

らなかったため， 日本の円ブロック以外からの原料・

資源輸入の必要性は増大し，東南アジアへの依存度

が高まった。以上の結果として， 日本の工業化は，

東アジア圏と東南・南アジア圏の分裂傾向を固定化

する方向に作用したといえる。

さらに，東アジア圏内部の綿業をめぐる主導権争

いは，米棉種棉花の確保を経済的動機とする日本の

北支進出と1937年日中戦争勃発の，最大の経済的背

景となった。名和三環節論が刻扶したように， 日本

は繊維原料と重化学工業用原料の多くを欧米経済圏

に依存しており，急速な重化学工業化を実現しつつ

同時にアウタルキーを構想することは事実上不可能

であったのである。

要するに，アジア国際分業体制は，市場面でも資

源確保の点でも日本の重化学工業の発展に国際的基

7)名和統一『日本紡績業と原棉問題研究J.大同書院，
1937年参照。

評 131 (131) 

盤を与えるものとはならなかった。日本の植民地に

対するブロック化がアジア間貿易の自然な発展を阻

害する方向に作用し，アジア間競争のダイナミズム

を維持するのに障害となったことは明らかで=ある。

(3) r第二次大戦後の展開のスケッチ」
アジア間貿易の基本構造は，第二次大戦中から戦

争終結直後までの聞も，決定的に崩れることはなかっ

た。戦前の構造が最終的に崩壊したのは，戦後のア

ジア諸国における社会主義・反植民地主義・ナショ

ナリズムの浸透が「強制された自由貿易」を支える

政治秩序をっき崩し，かっ，いくつかの国々が自由

貿易圏から撤退したためであった。しかし現時点か

らみれば，それは，戦前以来培われてきたアジア間

貿易のダイナミズムを否定し， アジアの人口の大部

分を貿易の相互利益から隔離するものであった。

他方， r開放経済」圏に残った諸国は，アメリカや
イギリスの支配・影響の下で，輸出志向工業化戦略

あるいは輸入代替工業化戦略に基いた経済発展の途

をたどった。 日本を中心に. NIES. ASEAN聞の

国際分業が発展し.1960年代までに「戦後のアジア

間貿易の小規模な復活」がみられた。 1970年代以降

になると，それら 3地域聞の経済成長率が世界の経

済成長率よりも高いことが常態化した。また， 70年

代以降中国が，そして80年代末になってインドが，

徐々にではあるが新しいアジア間貿易との関係を深

めはじめた。 80年代後半以降には， 日本の対アジア

海外投資を含め，日本・NIES' ASEAN ・中国の

順序での技術格差をともないながらの同時進行的発

展と相互依存関係の緊密化が進展した。 90年までに

は戦前の絶頂期にみられたアジア経済の地域ダイナ

ミズムが，ほぼ完全に復活したのである。

アジアの物産複合(最終消費需要)は，戦後の技

術革新や産業構造の高度化という条件下においても，

完全に西洋化されたわけではない。むしろ， アジア

の需要に影響を受けて開発された商品(カップ・ヌー

ドル，漢字ソフト，ファックス等々)が， アジアの

新い、分業を誘発するとともに，逆に酌長のメーカー

に対して彼らの文化的バイヤスの相対化を迫るよう

な力をもつようになった。アジア間貿易は，近代世
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界システムにおける相対的自立性を再び高めただけ

ではなく，戦前に比べて地域的なものから普遍的な

ものへと一歩近づ、き， これまでアジア間貿易を支え

てきた制度的枠組の自立化の方向性の検討を迫るよ

うにさえなったのである。

E 

これまで述べてきた概要からもわかるように，本

書の主張は明快である。とはいえ，私見では，課題

と結論という枠をこえて本書の分析結果からさらに

示唆されうるであろう問題に関しては，必ずしも明

示的ではないように思われる。そのため，著者のメッ

セージは，読者により異なって受け取られる余地を

残しているといえる。

例えば，本書の内容を近年のアジアの経済発展に

引きつけて検討することは可能であろう。しかしそ

の場合には，第二次大戦前についての著者の分析の

うち何が重点となるのか，ーアジアが戦前来成長し

続けていたという事実発見が重要であるのか，戦後

のアジアの経済発展は戦前から準備されていたとい

うのか， 1物産複合」が戦後も形を変えて存続したこ

とに意味があるのか，あるいは世界貿易における相

互依存関係，とくにアジア内でのそれがともかくも

重要であるのか等々，考えをめぐらさざるを得な

い。そして，このような戦後へのつながりを重視す

る発想だけでは，戦前についての著者の周到な分析

が正当に評価されないおそれがあるように思われる。

また，例えば，日本と他のアジア諸国の同時的成

長を著者が過度に強調しているとみなすならば，本

書は，戦前日本が近隣アジア諸国に行った悪業を免

罪する役割を果たしているかのようにさえ受け取ら

れかねないであろう。

以下では，評者なりに解釈した本書の意義につい

て2点にわたって整理し，それに付随する疑問点をい

くつか提出してみたい。

(1)世界システム論的視角について。

著者も言及しているように，本書の構想や方法は

従属理論・世界システム論の影響を受けている。例

えば，以下のような概念装置が暗黙の前提とされて

いるように思われる。① (1不等価交換J論をも想起

させるような)第一次産品輸出と工業品輸入という

「従属的関係j，②世界経済を「中核j1周辺j1半周

辺」という三層構造でとらえ，とりわけ「半周辺」

(ここでは，日本・インド・中国)の位置・役割を重

視すること，③世界システムにおいては，すべての

国家が同時に発展することは不可能であり，上昇す

るいくつかの国々は衰退する他の国々を犠牲にして

いる，世界経済の作用によって格差はますます拡が

りつつある， という構図。ただし，著者の関心は

「先進国と低開発地域への両極分解の傾向にあるので

はな」い (p.9.注(3))。この構図は， 1半周辺j 3国

の分析に生かされていると考えられる。④著者の強

調する「一国史的な見方や西洋中心史観の相対化」。

ウォーラステイン流にいえば， 1発展主義的パースベ

クティブ」を相対化し， 1世界システム的パースベク

ティフ」に立脚すること，等々である。

①に関しては，著者は「従属的関係」ということ

よりもむしろ「貿易の相互利益の追求j，自由貿易の

下における東南・南アジアの農民自身の「自由な選

択」・「判断」という契機の方を重視しているのか

もしれない。つまり，著者の説明によれば，東南ア

ジアの農民が綿糸布の生産に従事せず稲作に特化し

余剰米との交換によって綿布その他の消費財を得て

いたのは，自給的農業の形態を変えて多様な生産に

従事するよりも稲作に特化する方がより大きな所得

が得られるからである。また， (そのような)1比較

優位の一般理論によってというよりも， もう一歩生

産過程に足を踏み込んだリカード的な比較生産費説

で説明できそうな局面をも含んでいる」。すなわち，

東南アジアにおいては， 1外部市場向け生産」セクター

と「自給的生産」セクターとが「接合」しており，

労働力の再生産費を負担しない形での追加労働力の

引き出しが後者から前者へと行われ(=1接合ゲイ

ン)， これを基礎にして「外部市場向け生産」セクター

が発展し、「交換」の利益を得ることが可能となった

のである。「実際に農民が獲得したものは，総労働量

の増加に比べれば微々たるものだったかもしれ」ず，

「その意味ではjIr二層の周辺部化』が『余剰の移転』
ないし「富の流出』という側面を兼ね備えていたこ



1997.6 三重
巨ヨ

とは否定すべくもない」。つまり， Iこうした「交換』

が東南アジアの農民の側からみて公正に機能してい

たというつもりはない」ーとしても，である(以上，

pp.84-90 インドについての言及は， p.132，l82な

どを参照)。

理論的な整理として，いくぶん錯綜しているよう

にも思えるが，仮にこれらの説明が正しいとしよう。

その上で問題となるのは，こうしたスタティックな

観察が，東南・南アジアにおける従属的蓄積の進行

というダイナミックな事態との関連でどのように説

明され得るのか，ということである。著者は(両大

戦間期における)(アジア)I国際分業体制の展開は，

競争や技術移転を通じて地域経済全体を刺激すると

ともに，域内の多くの国を第一次産品輸出経済に特

化させ，工業化を困難にしたという，正負両面をもっ

ているJ(pp.2-3Jと指摘しているが， このことは

自由貿易に関する理論的説明から導出されるのであ

ろうか。それとも， I自由貿易の制度的枠組」に立っ

た「貿易の相E利益」の追求は，あくまでも「強制

された自由貿易」にすぎず， I帝国主義的国際秩序」

という政治的状況下においてはそれは利益・不利益

どちらにも転じうる「両刃の剣」であったというこ

とであろうか。

①に関しては以上のような疑問を抱いたが，②③

④は評者の考える本書の意義と深く関わっている。

終章 (p.379)において著者は， I本書の主たる目

標の一つは，いわば貿易構造上の分類概念に過ぎな

いアジア間貿易なる用語を，一つの歴史概念として

提出することにあった」と述べている。それに続く

説明は， I本書が漠然と前提してきた一つの基準は，

物産複合，あるいはそれにもとづく商品複合として

の地域的なまとまりである」とされている。

しかしながら，世界システム論的な壮大なノ-':-ス

ベクティブをもっ本書の分析視角からは， さらに積

極的な意義づけが可能であるように思われる。従来

の通説において言われてきたように， 日本は戦前ア

ジアの中で(唯一)近代化を達成し，欧米に比肩し

うる経済発展を成し遂げた国であったが，世界経済

を主導するような先進国(大国)にはなれなかった。

本書においても，日本は20世紀初頭以降アジアの中
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で頭角を現わす国として描かれているが，大国とし

ては位置づけられていなし、けれども， Iアジア間貿

易」という「歴史概念」は，日本， インド，中国，

それぞれ一国レベルでは世界経済における決定要因

となりえなかったものの，アジアという地域全体と

しては世界経済の帰趨を左右する一要因ともなり得

た，ということを示唆しているように恩われる。「ア

ジア間貿易という一国分析を越えた問題の立て方を

何らかの意味で承認J(p.379)する意義はまさにこ

こに存在する，と評者には思われるのである。「物産

複合Jは，あくまでもアジアの「綿業基軸体制」を

成立させた根拠のーっとして位置づけるにとどめる

方がよいのではないだろうか。

本書の分析のさらに優れている点は，上述のよう

にひとたび国家の枠を取りはずし「アジア間貿易」

という地域間貿易のディメンションを設定しながら

も，最終的には，世界システム論がしばしば問題と

する「国民的発展」のあり方を議論していることで

ある。つまり，インド，日本，中国が同様に「半周

辺」に位置しながらも，インドが肝心な局面で植民

地体制の足棚から抜け出せなかったのに対し， 日本

(および中国)はいわばそれを踏台としてのし上がっ

たということである。このように「アジア間貿易」

という地域概念と一国史的な枠組みとをクロス・オー

バーさせた本書の分析方法は，見事であると思われる。

ただ，いささか読み込み過ぎともいえる評者の解

釈が当を得ているかどうかは不明であるし，仮にそ

れが著者の意図を表わしているとしても，上述のこ

とが歴史解釈として果たして妥当であるのか，未だ

判断しかねる面もある。例えば，従来の日本経済史

研究においては，アジアのなかで=なぜ日本のみが例

外的に資本主義的近代化に成功したのか， という問

題設定がなされてきたのであり，両大戦間期にいた

るまでの長い期間にわたって日本をインドや中国と

同列の「半周辺」として位置づけることには違和感

が生じるかもしれなL、

また，著者は， 1.lIJの興味深い歴史的事実を指摘し

ている。「アジア間貿易の分析の背後にある，本書の

より大きな問題関心の一つ」すなわち「欧米主導の

世界システムの中で，アジアの工業化がなぜ可能で
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あったかJ(p.383)という問いに対し，著者は「イ

ギリスを中心とする欧米列強の利害と東アジアの工

業化とが，対立関係よりもむしろ補完関係にあった

から」である，という解答を与えている(同上)。そ

して， 1植民地インドの経済発展が大英帝国の利益に

つながる」という発想をイギリスが20世紀初頭およ

び第一次大戦中の時点でもっていたことが紹介され

ている (p.384)。もちろん， 1イギリスのこのような

政策志向は，結果的には自由貿易を強制されたイン

ドのような植民地よりも，工業化への強い意志をもっ

た日本のような独立国を利することになったJ(向上)

わけであるし，あくまでもイギリスを中心とする欧

米の利害と合致する限りにおいて一部の国の工業化

が許されたに過き、ない，ということなのであろうけ

れども。しかしながら，再び世界システム論との絡

みでいえば，なぜ，近代世界システムにおいては，

各国の調和的・相互互恵的な発展，雁行的発展が可

能ではなかったのか，ということを改めて考えさせ

られる。

(2) r日本の近代化の理解J(p .3)について。
著者の問題関心が単にアジア各国間の貿易の分析

にとどまらず，戦前日本帝国主義の特質の解明にま

で及んでいることは，本書を通読することによって

容易に理解されるであろう。

しかし，本書が分析の対象としている「アジア間

貿易」とは，既述のように，基本的には「自由貿易

圏」としての4主要地域聞の国際経済関係(および

これら4主要地域聞とその他のアジア地域との関係)

のみを指している。その方法論的根拠は明言されて

いないものの，一つの消極的な理由は， 1日本の対ア

ジア貿易(輸移出入計)にとって，対朝鮮，台湾，

関東州貿易の占めた比重は， 1913年で27パーセント

に過ぎ」ず， 11928年になっても46パーセントであり，

満州を独立国とみなす限り， 1938年でも59ノf一セン

トにとどま」る，ゆえに「日本の対アジア貿易を対

植民地貿易で代表させることは， 1930年代について

すら無理があるJ(p.9注(4))からであろう。また，

より積極的な理由としては， 1従来の日本経済史研究

では日本とアジアとのかかわりを日本の侵略や植民

地支配のみに結び.つけて理解する傾向があったが，

それでは日本の工業化がアジア国際分業体制全体

(およびそれを支えた歌米列強主導の国際秩序)を基

盤としていたことが見失われてしまうJ(p.3)から

である，と解釈される。

著者は後者(アジア国際分業体制)についての分

析が「日本の近代化の理解にとっても決定的に重要」

(pのであると考えている。従って，本書の構成上

必ずしも前面には現れていないものの，本書の意図

としては，戦前日本の経済発展の基盤を(自由貿易圏

としての)1アジア間貿易」と(保護貿易圏としての)

「植民地図」の二層の構造において解明しようとして

いるものと理解されるのである。

もっとも，著者自身は，日本の植民地圏を明確に

保護貿易圏と規定して，自由貿易圏と対比させてい

るわけでない。しかし，いずれにしても，欧米との

国際競争からは線引きされた一日本の重化学工業品を排

他的に輸出しうるような 貿易圏とみなしていることが

読みとれる (pp.126-127.などを参照)。そして，そ

の聞いのなかでは，日本自身はもとより， 日本の植

民地支配下にある朝鮮も総督府の工業化政策にもと

づき，かなりの程度の工業化を達成した (pp.123，

125.)0 1両大戦間期のインドが，工業化政策におい

て一貫性を欠いたイギリスの支配の下で東アジアと

の競争にさらされて伸び悩んだのに対し， 1930年代

の朝鮮や満州では，アジア市場の確保を目指す日本

の戦略に規定された工業化がかなり急速に進んだ」

(pp.384-385')のである。このことは戦前日本帝国

主義の性格のー側面を表現している， とも考えられ

よう。そして，従属的発展を強いられた東南・南ア

ジア，および第一次大戦以降保護主義的な工業化政

策を採ることが可能となった中国との国際経済関係

を含め，日本は自由貿易と保護貿易の双方から利益

を享受しつつ，特異な経済発展を成し遂げたことが，

若者によって示唆されているように思われる。

このような戦前日本の経済発展の特質は， どのよ

うな歴史的規定性をもっていたといえるのであろう

か。

著者は，一般的にいって，アジアの経済発展の基

礎をなすのは，貿易の相互利益の享受すなわち自由
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貿易を前提とした相互依存的な国際経済関係にある

と考えているようである。さらに， そのような国際

経済関係を保証するものとして， アジア各国の政治

的独立が前提とされている。本書によれば，第二次

大戦後とくに1960~70年代以降は，上述のような理

想的な形でのアジアの経済発展がともかくも実現し

たといえる。しかし，戦前においては， アジアの自

然な経済発展のあり方には大きな限界が存在したこ

とは， これまでみてきたとおりである。

その限界とは，結局のところ，戦前段階における

アジア・日本の経済発展(ないしは生産力)の水準

に規定されたものなのであろうか。言い換えれば，

それは，歴史的必然性をもつものとして解釈すべき

なのか。それとも，政策的な選択の可能性が存在し

つつも，緊密な経済的相互依存関係を肯定的にとら

えることのできなかった当時の知識人・政策担当者

の認識の限界に起因する 8)と考えるべきなのであろ

うか。

W 

Eで述べた論点のほかに， これまで学界において

なされてきた論争 「東アジア型綿体系」と「イギ

リス型綿体系」の競合・代替関係の有無， 日本・ア

ジアの開港と近代化の問題など が，本書の刊行を

機に再燃する可能性もあるかと思う。評者はそれら

についてのコメント能力を持ち合わせていないので，

立ち入った言及は差し控えるが，それぞれについて

ごく簡単にふれておこう。

前者について。これまで主として臼本の圏内綿製

品市場をめぐり高度に実証的なレベルで論争が行わ

れてきたのでべ今後，実証分析の範囲が東アジア

綿製品市場に拡張されることによって，杉原説がど

のように検証されるのかが興味深い。

8)本書， p.6および本書とほぼ同時期に執筆されたとみ

られる杉原薫「フリーダ・アトリーと名和統一一「日

中戦争』勃発の経済的背景をめぐって J (杉原四郎
編『近代日本とイギリス思想」日本経済評論社， 1995 

年)などを参照。

9)論争の内容については，阿部武司「明治期在来産業研

究の問題点織物業を中心としてーJ(近代日本研究
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後者について。本書・補論1にまとめられているよ

うに，杉原氏はっとに，通説叫が西洋との対比での

み開港や近代化を論じる傾向にあるという批判を行っ

てきたが，他方，川勝平太氏・浜下武志氏に代表さ

れる東アジア交易圏の伝統の連続性を主張する新説

にも批判的である。すなわち， Iアジア間貿易が伝統

的なアジア交易圏の中から自生的に成長したもので

あるという理解も一面的であるJ(p.2) として，両

氏とは一線を画しているのである:5'川1)

この論争に関連して若干気になる点は，本書のキ一

概念の一つである「ウエスタン・インパクト」の内

容が多義的すぎることである回。この概念が論争の

中にどのように活かされ，建設的な議論が展開され

るのかが，注目されるところである。

以上，評者の問題関心に少し偏りつつも，評者が

本書を通じて学んだことを書評の形式を借りてまと

めたみた。全体として誤読や理解の及んでいない点

が多々あるであろうことは自覚している。著者のご

寛恕を願うとともに，機会があれば， ご教示賜わる

ことができると幸甚に思う。

ci.度辺純子)

会『年報・近代日本研究10 近代日本研究の検討と課

題』山川出版社， 1988年，所収)を参照。

10)ここでは，石井寛治・関口尚志編『世界市場と幕末開

港』東京大学出版会， 1982年，を指す。

11)最近発表された杉原薫「書評論文・近代アジア経済史

における連続と断絶川勝平太・浜下武志氏の所説を

めぐってーJ(r社会経済史学』第62巻第3号， 1996年
9月)において，杉原氏のスタンスが明確に表明され

ている。なお， この論争の骨格を知る手がかりとして，

浜下武志・川勝平太編「アジア交易圏と日本工業化

1500-1900~ (リブロポート， 1990年)を参照。

12)本書では，例えば以下のような定義がなされている。

「欧米列強による植民地支配や不平等条約の強制J(p. 

2)， 118世紀末以降の西欧列強によるアジアの植民地

化，ならびにイギリス産業革命と交通・通信革命の影

響J(p.55)， 1欧米との貿易，欧米からの投資，植民
地支配(中略)に代表される直接のウエスタン・イン

パクト」と「アジア間貿易やアジア間移民，資金移動

の増大などの，イニシャティブがアジア人の側にある，

間接のウエスタン・インパクトJ(p.159)。
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